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1．はしカ’“き
　ここ数年，日本をめぐる貿易摩擦は，我々日本人の予想を超えて激しくな
ってきている。とくに昨年から今年にかけては，日米貿易摩擦を中心に連日
この問題が報道され，さまざまな係争の断面が指摘されてきた。
　しかし，対日貿易摩擦は，問題の複雑さと，立場の相違にもとつく意見の
対立とによって，依然として容易にその解決策を見い出せない状況にある。
本稿はこの対日貿易摩擦問題を，貿易理論と現実の摩擦とのあいだの認識の
ギャップという視点から整理しなおすことによって，摩擦解決へのひとつの
指針を示そうとするものである。ただし，筆者はこの問題の専門家ではない
ので，本稿の目的はあくまでもこれまでの議論を整理することにあり，筆者
のオリジナルな貢献を示すものではないことを，あらかじめお断わりしてお
きたい。
　さて，最近の対日貿易摩擦問題を，当事者の立場を離れて，「遠距離」から
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客観的に観察してみると，次の2点に気がつかれる。
　1つは，この4　一一5年のあいだに，貿易摩擦が激化し，争点が多様化して
きていることである。例えば，戦後の日米の貿易摩擦は，60年代末から70年
代初頭にかけての繊維，鉄鋼をめぐる摩擦，！977～78年の家電，鉄鋼をめぐ
る摩擦に次いで，現在第3のピークを迎えているといわれるが，最近の摩擦
の特徴は，①日本の経常収支黒字幅や日米経常収支インバランス，貯蓄一投
資ギャップなどマクロ経済指標が争点になっていること，および②米国側が
日本市場の閉鎖性，輸出志向的な日本の経済体質，あるいは日本政府の産業
政策を非難する一方，日本側が米国の財政赤字の拡大，ドル高是正を要求す
るなど，相互に相手国の国内政策に立ちいった批判を繰り返していることで
ある。
　2つは，しばしば「貿易大戦争」などと表現されるように，貿易摩擦の実
態が誇大に紹介されながら，他方では，自由貿易と保護主義の理論的比較が
　　　　　　　　　　　　　　（1）十分なされていないことである。
　貿易理論では古くから「自由貿易は保護貿易に優るゴという古典的な命題
があるが，この命題が成立するための前提条件はかなり厳しく，必ずしも一
般的ではない。それにも拘らず，このことが十分認識されていない。そのた
めに，例えば，最近の日米摩擦においても，日本側からは，アメリカ社会に
現に起こっている経済状況の悪化を無視するような形で，先の命題を一般論
的にふりかざす「高踏」な主張が繰り返され，一方，アメリカ側（とくに議
会）からは，一部の企業，地域の個別利害を社会全体の利害に摩りかえるよ
うな急進的な対日要求が相次いで提出されるという，すれ違いの「論争」が
なされている。また日本国内においても，農業団体の農業保護政策論と財
界・労働団体の自由貿易論との難解の対立が，貿易政策の国民経済的得失と
（1）この点で伊藤元重〔1984〕は，現在の貿易摩擦を新古典派の貿易論から説明した優
　れた研究である。
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いう次元に深化して論争されることなく，単に立場の相違にもとつく見解の
対立として片づけられてしまっている。これが最近の不毛な論争の最大の原
因であろう。
　本稿では，第2節で自由貿易論を再考することから始めて，次に第3節で
保護貿易政策の有効性を検討し，さらに第4節で実際の対日貿易不均衡の実
態を整理しなおして，最後に第5節でそれに対する諸解決策を比較考量する
というように，叙述を進めたい。
2．自由貿易の利益再考
　a．自由貿易優位の命題とその前提条件
　「自由貿易が保護貿易に優る」という命題は古典派経済学以来，経済学の
主要命題のひとつであった。しかし，この命題が厳密に証明されるようにな
ったのは，比較的最近のことではないかと考えられる。
　一例として，日本の代表的な「国際経済学」のテキストは，ヘクシャー・
オリーンのモデルにおいて，次のような条件が成立すれば「自由貿易のもと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）で，一一一一一国にとってもっとも高い経済厚生の水準が実現する」と述べている。
　その条件とは，
①生産要素の，国内における産業間自由移動と国際間の移動不可能性。
　および，国内市場における完全競争と，それによる生産要素の完全雇用。
②生産関数の一次同次性（収穫一定）と，外部経済効果の欠如。
③国際収支（および経常収支，貿易収支）の均衡。
④「小国の仮定」，すなわち当事国が小国であって，この国の貿易量の変化が
　財の交易条件を変化させないこと。
⑤当事国の経済厚生が，原点に凸な社会的無差別曲線によって表現できる，
（2）小宮・天野〔1972〕，167－168頁。
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　あるいは，国内における公正な所得分配が絶えず明示的に認識しうること，
これである。
　こうした前提のもとで，先の「自由貿易は保護貿易に優る」という命題が
証明できるのである。例えば，よく利用される2国2財2生産要素のモデル
では，第1図に示されるように，自給自足経済の均衡は（Q，，C，）点，自由
貿易均衡は（Q2，　C2）点，関税賦課後の貿易均衡は（Q3，　C3）点であり，
C，点の社会的経済厚生（U、）はC、点，C、点のそれを上まわっている。以下，
本稿ではこれを「基本モデル」とよぼう。
　b．国際貿易の現実
　さて，これらの条件は，いずれもモデルの単純化のために有効な仮定であ
るが，その条件が現実世界でどれほど経済の実態を反映しているかを検証す
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ることは，実は非常に難しいのである。そして，もしこれらの条件が1つで
も満たされないと，先の「自由貿易の優位」命題が成立しなくなる可能性が
ある。また，以下の事例が示すように，最近の国際貿易の現実が，この基本
モデルと整合的ではないことも，注目される。
　（1）例えば，戦後の国際貿易の拡大は先進国間の貿易によるところが大で
あり，しかも最近の傾向は，先の基本モデルが想定するような異業種間の垂
直貿易ではなく，同一産業内あるいは類似の産業間の水平貿易，産業内貿易
のシェアが増加している。
　（2）また近年，国際資本移動が急速に進展しており，生産要素の移動不可
能性を前提とする先の基本モデルは，現実を描写しえなくなってきている。
しかも，生産要素の国際移動は財・サービスの貿易量に無視しえない影響を
及ぼす。
　（3）それにともなって，基本モデルが前提としているような貿易収支，経
常収支は，変動相場制のもとにおいてさえ自動的に均衡しなくなっており，
第1節に記したように，貿易収支，経常収支のインバランスが貿易摩擦を激
化させている。
　（4）さらに，貿易の拡大は輸出品の生産と，外国製品の輸入を拡大する一
方，国内の輸入競争品の生産を縮小するなど，輸出業者と消費者には利益を
もたらすが，輸入競争産業には打撃を与えるというように，一国の諸階層，
生産者グループのあいだに異なったインパクトを与える。しかるに，貿易の
拡大にともなう産業調整がコストレスに行なわれる保障はない。例えば，産
業間・地域間の生産要素移動が困難である場合には，輸入競争産業とそれが
立地している特定地域に深刻な失業が発生してしまう。また輸出産業から輸
入競争産業に公正な所得の再分配が実行されなければ，輸入競争産業の従事
者は貿易拡大以前と比較して，生活水準が低下してしまうかも知れない。
　以上に挙げた諸現象は先の基本モデルが想定しえなかったような条件であ
り，貿易摩擦を論じる場合には，このような現象をふまえて自由貿易と保護
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貿易のいずれが，いかなる意味においてに優るのかが，検証されなくてはな
らないであろう。
3．保護貿易主義の理論的根拠
　保護貿易の主張と政策的実践は，自由貿易のそれと同じくらい古くからあ
ったと予想される。現代は自由貿易主義の時代であるが，それにも拘らず，
保護貿易の主張はなお根強く，その理論的根拠も決して薄弱とはいえない。
　一般に，保護貿易の主張には，自由貿易の主張のように一本の明確な理論
体系があるわけではない。むしろ自由貿易論に対する反論として保護貿易の
理論があるといったほうが真実に近い。従って，この主張は基本モデルの仮
定をひとつづつ再検討することから始まる。以下，この節では，代表的な保
護貿易論として，（a）最適関税の理論，（b）特殊要素理論，（c）資本移動の理
論，（d）経常収支の不均衡を，順次とりあげることにしよう。
　a．「小国の仮定」が成立しない場合の最適関税の理論
　貿易当事国が，先の基本モデルの仮定④にある「小国」ではなくて，関税
その他の手段で輸入量を制限して，輸入財の国際価格を引き下げ，交易条件
を上昇させうるような場合には，当事国は輸入制限をすることによって自由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛3）貿易状態におけるより高い経済厚生を実現できることが知られている。これ
は第2図によって示される。
　第2図のTTは自国の生産フロンティア，　U（・）は社会無差別曲線である。
当初の国際価格p（＝Pi／p2）のもとで，自国は財1を輸出し財2を輸入する。
貿易ベクトルQ。C。は，これを示している。
（3）「貿易大国」の最適関税については小宮・天野〔1972〕，174－181頁，伊藤・大山
　〔1985〕，232－237頁をみよ。
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　ここで自国政府は，自国内の輸入競争産業を保護するために，財2の輸入
にt×100％の従価関税を賦課して，輸入を制限したとしよう。
　自国が「小国」であれば，輸入財に対する関税の賦課は，この国の貿易を
縮小するだけで，国際価格に影響を与えることはないが，「貿易大国」である
場合には財2に対する輸入関税の賦課はこの財の需給を緩和し，国際価格
ρ2を下落させ，この国の交易条件ρを上昇させる。ただし，関税賦課後の
国内価格p’／（1＋t）は以前の交易条件pよりは低くなると予想される。つま
り，　P’／（1十t）〈P＜P’。
　新しい均衡の貿易ベクトルはQ，C。になる。問題は新しい均衡消費点C。
の位置であるが，自国政府が関税収入を民間に還元すると仮定すれば，C。
はCbを通る所得消費曲線CCと，　Q，をとおる国際価格線p’との交点であ
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る。ただし，Cbは，社会無差別曲線がQ，をとおる国内価格線〆／（1十の
に接する消費点である。
　　「小国」の場合とは反対に，「貿易大国」の輸入関税賦課は，第2図の
U（C。）＞U（C。）が示すように，貿易を縮小させつつ，しかも自国の経済厚生
を向上させうる。ただし，外国では経済厚生は低下する。
　それでは「貿易大国」は，関税の賦課によってどこまで自国の経済厚生を
高めることができるのか。導出の過程は省略するが，外国の輸入需要の価
格弾力性をη＊とすると，自国の経済厚生を極大化する「最適関税率」は
t　・1／（η＊一1）によって与えられる。つまり外国の輸入需要の弾力性が低い
ほど，自国は輸入関税率を高めることによって，経済厚生を高度化できるの
である。
　ところで，以上の「最適関税の理論」においては，自国の関税賦課に対し
て外国が「報復的措置」をとらないと仮定してきた。しかし，現実には貿易
大国の関税賦課は外国の経済厚生を確実に悪化させるであろうから，相手国
も報復措置をとり，貿易戦争が発生することが予想される。19世紀末，およ
び1930年代の先進各国の関税戦争はそうした貿易戦争の代表的な例である。
問題は，相手国の報復がない場合には自国の輸入規制が自国の経済厚生を高
め，自国が自由貿易政策を採用しても相手国が輸入規制をすれば自国の経済
厚生は下るという，「貿易大国」間の構造的なジレンマ＝「囚人のジレンマ」
にある。主要国が「貿易大国」である場合には，こうしたジレンマは，どの
「大国」にとっても自由貿易が保護貿易よりメリットが高くなるように政策
協調が実現する時以外には，克服することが難しいということは，もっと認
識されて然るべきであろう。
　b．特殊要素モデル
　先の基本モデルでは，貿易環境の変化にともなう生産要素の産業間・地域
間移動は，ほとんど調整コスト（費用と時間）なしに実現されると想定されて
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いた。しかし，生産要素の移動にはコストがかかる。そのような現実をふまえ
て構築されたのが「特殊要素理論（theory　of　specific　factor　of　productiori）」
である。
　この理論は比較的新しく開発されてきた理論であるが，近年，多くの研究
業績が発表されてきている。恐らく池本清〔1968〕がもっとも先駆的であり，
かつ池本清氏の一連の業績（池本清〔1981，1983，1984〕に収録）が，この
分野のもっとも生産的な業績である。その他，最近ではMayer〔1974〕，
Neary〔1978〕をはじめ多数の研究が発表されている。ここでは明快でわか
りやすい説明を与えている阿部清司氏〔1983〕の論文を紹介しながら，この
　　　　　　　　（4）
理論を検討しよう。
　いま，基本モデルと同様に，自国の経済が資本Kと労働しの2つの生産
要素を利用して，新古典派タイプの1次同次の生産関数によって，財1Xl
（輸出財）と財2X、（輸入財）を生産していると仮定する。ただし，生産要
素の産業間移動には，短期，中期，長期の別に従って，次のような調整のラ
グがかかると仮定する。
　すなわち，（1）短期的には，資本も労働も各産業に固定的であって産業間を
移動せず，しかも資本のレンタル・プライスrは可変的であるが，賃金率W
は下方に硬直的である。
　（2）中期的には，資本は産業間を移動しないが，労働の産業間移動は実現す
る。この時期にはrとwはともに伸縮的である。
　（3）長期的には，基本モデルと同様に，伸縮的なrとwを指標にして，資本
も労働も産業間を自由に移動する。
　第3図のTTは2財の生産可能性フロンティア，第4図のPi・∂X〆∂L‘（i－1，2）
は2つの産業における労働の，第5図のPi・∂Xノ∂K‘は資本の，それぞれ限界
（4）以下の文章は阿部清司〔1983〕，63－70頁に負っている。伊藤元重〔1984〕，110－
　122頁にも明快な説明がある。
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価値生産力曲線である（第1産業は左から，第2産業は右から測る）。
　初期において，国際価格はp＝（Pi／p，）であって，この国の生産は第3図
Q。，第4図のL。，第5図のK、にあり，賃金率はw（Wl　＝　W2），資本レン
タル・プライスはr←r、＝r2）であったとしよう。このとき，第1産業の投
入労働量はL，L。，投入資本量はK、K。，第1財生産量はX、α，第2産業の投
入労働量はL，L。，投入資本量はK，K。，第2財生産量はX，。，資本レンタ
ル・プライス・賃金率比率はr、／Wlである。
　ここで輸入財の価格がp，からp，’に低下し，2財の相対価格がpからp’
に上昇したとしよう。もしスムースな産業調整が実現できれば，第1図に示
したように，国内生産点は第3図のQ，，第4図のL。，第5図のK，点に移
動し，生産要素の完全雇用が維持されたまま，消費点がC、からC，へ右上
に移動して，以前より高い経済厚生が自動的に実現する。
　しかし，もし産業調整が困難な場合はどうか。
　例えば，（1）短期においては，仮定によって資本も労働も産業間を移動可能
でなく，しかも賃金率は下方に硬直的である。財2の価格が低下したために，
第2産業の資本と労働の限界価値生産性がともに低下する。生産要素が以前
と同量だけ雇用されるためには，資本レンタル・プライスと賃金率がそれに
比例して低下しなければならない。資本レンタル・プライスは伸縮的なので，
第5図の端に低下し，以前と同量の資本が利用されている。しかし賃金率
は第4図のw2の水準で下方に硬直的なので，労働の雇用量は，第2産業で
L2－L。からし，L，に減少し，　L。Lbの失業が発生してしまう。一方，財1の価
格は変化なく，生産要素の産業間移動が可能でないので，第1産業では従来
と同じr1とWlの水準で同量の資本と労働が雇用され，同じ量の財1が生
産される。結局，要素価格にrl＞rl，　Wl＝　w2のような非対称性が発生し，
第2産業に摩擦的失業L。Lbが発生することがこの時期の特徴である。
　これを第3図でみれば，生産点はQaからQ，に移行し，消費点はC。か
らCbへ移行する。つまり輸入価格の低下と輸入量の増加にともなって，基
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本モデルとは反対に国内生産水準と厚生水準が低下してしまうのである。
　（2＞次に中期においてはどうか。この場合には，賃金率の伸縮性が回復され，
労働の産業間移動が実現するので，労働は以前より低い賃金率の水準嘱＝
蝿で完全雇用されるようになる。資本については短期と同じであり，rl＞
rlの格差が維持される。その結果，第4図，第5図において，2つの生産
要素が完全雇用されているにも拘らず，要素価格比率が同一でなく資源配分
が効率的ではないために，第3図の生産点Q。は生産可能性フロンティア
TTの内側にある。この場合，消費点C。の厚生が初期のC。のそれより高
いか否かは一義的に明らかではない。このように，生産要素の産業間移動が
制約されているために，要素の完全雇用が効率的資源配分を実現していない
ことがこの時期の特徴である。
　（3＞最後に，長期において，伸縮的な資本レンタル・プライスと賃金率を指
標として，資本と労働がともに産業間を自由に移動できるようになったと仮
定すれば，基本モデルと同様に，労働の配分はL、，資本の配分はK，，生産
点は生産可能性フロンティア上のQ。，消費点はCdに移行する。
　以上の経過を矢印で図示すれば，労働はL。⇒五b⇒ム，，資本はK。⇒
K，　C＞　Kα，そして生産点はQ。OQb⇒Q．⇒Qdという経過をたどることに
なるであろう。
　特殊要素理論の貢献は，生産要素の産業間移動が調整コストを要する場合
には，輸入価格の低下による輸入財の増加が，過渡的にではあれ自国の輸入
競争産業にお』ける摩擦的失業と，国内資源の非効率的な配分を引き起こし，
一国の経済厚生を低下させる可能性があることを明らかにしたことである。
　c．国際間の資本移動
　先の基本モデルの仮定①では，生産要素の国際間移動は存在しないとされ
ていた。しかし現実には，直接投資や労働移民の例に見られるように，生産
要素は国際間を移動しており，そのことが世界的な資源配分と各国国民の所
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得分配に大きなインパクトを与えている。
　資本移動については，（D資本移動が国際貿易に与える影響と，②資本移動
が両国の経済厚生に与える影響という2つの問題がある。
　（1）資本移動と国際貿易の関係
　資本移動と国際貿易がどのような関係にあるかについては，マンデルの
「代替性の命題」と，ケンプ・ジョーンズの「補完性の命題」とがある。い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）ずれもヘクシャー一・一■オリーンタイプの2国2要素2財モデルから出発する。
　イ）モデルの設定
　いま相対的に資本の豊富な自国と労働の豊富な外国の2国が，ヘクシャ
ー・ Iリーンモデルの仮定をみたしながら，資本と労働の2要素を使って，
不完全特化で財1と財2の生産をしている，ただし財1は財2に比較して資
本集約的な財であると仮定しよう。自国は財1を輸出し，外国は財2を輸出
する。自国で財iを1単位生産するために投下される資本をα。t，労働をαLt
（i＝1，2）とし，財2をニュメレールにとって，財2で表わした財1の相対
価格をp，資本のレンタル・プライスをr，賃金率をwとすると，生産要素
の完全利用は
　　　aKiXi　十　aK2×2　＝K
　　　amXi　＋　aL2×2　＝　L
効率的生産の条件は
aKl　’r＋aLl　’　IV　T　P
ακ2・r＋αLゴw＝1
（1＞
（2）
（5）資本移動理論については伊藤・大山〔1985〕第5章とRuffin〔1984〕を参照せよ。
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で表わされる。外国についても同様に，ただし自国と区別するために，各変
数に＊をつけて表現しよう。
　ロ）マンデルの代替性の命題
　サムエルソンは，2国の生産技術が同一（a。t＝αKi＊，αLi＝αLi＊）である条
件のもとで自由貿易が実現してp＝p＊が成立すれば，要素価格の均等化
（r一・r＊，w＝・w＊）が実現することを証明した。従って，自由貿易が実現す
れば，生産要素の国際間移動は必要でなくなる。マンデル〔1957〕の命題は
これを逆に活用して，2国の生産技術が同一の条件のもとで，2財の価格が
相違しても，要素の自由移動が実現して要素価格が一致すれば（r＝r＊，
w＝w＊j，結果的に2財の価格も一致するようになり，2国間の貿易の必要
　　　　　　　　　　　　　（6）性が消滅するというものである。これは次のように証明できる。
　仮に，自国が輸入財（財2）に関税を課し，資本の自由化を進めたとする。
自国では労働集約的な財2の国内価格が上昇するため，サムエルソン・スト
ルパーの定理に従って，賃金率が上昇し，資本レンタル・プライスが下落す
るから，自国から外国へ資本が移動する（Kの減少）。その結果，リプテンス
キーの定理によって，自国の財1（輸出財）の生産は減少し，財2（輸入財）
の生産が増加する。これは，財1が財2より資本集約財であるため，（ακ1・
aL2一α。2　’α。、）＞0であることに注意して，（1）式を変形して微分すると，
dXi　aL2　　　　　　　　　　　　　＞oK　一　（aKl　’　aL2－aK2　’　aLl）
（3）
dX2　一aLi　　　　　 　　　　　　　〈oclK rm　（aKl　’　aL2　一　aK2　’　am）
となることから明らかである。自国で輸出財の生産が減少し，輸入財の生産
（6）この説明は伊藤・大山〔1985〕，158－159頁による。
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が増加すれば，貿易は縮小せざるを得ない。これがマンデルの代替性の命題
である。
　ハ）ケンプ・ジョーンズの補完性の命題
　しかし，2国の生産技術が異なる場合には貿易と資本移動は代替的とは限
らない。ラッフィン〔1985〕はこれをケンプ・ジョーンズモデルと命名して
いる。仮に2国の生産要素賦存量と，国民の社会無差別曲線が同一で，2つ
の産業において自国が外国よりピックス中立的に2倍の要素生産性をあげて
いると仮定して，自由貿易と資本移動が並行して実現するとしよう。このよ
うな条件のもとでは，自国の要素価格は外国のそれより高くなる（r＞r＊，
w＞w＊）から外国から自国へ資本が移動する。その結果，（3）式によれば
dX、／dK＞0，　dX，／dK〈0であるから，自国は資本集約財の生産が増加し，
労働集約財の生産が減少する，つまり今度は資本移動の結果，2国間の商品
　　　　　　　　　　　　（7）貿易は拡大することになる。
　（2）資本移動の経済効果
　a）マクドゥガルの部分均衡分析
　資本移動の経済効果は，マクドゥガル〔1960〕によって肯定的に分析され
　（8）
た。彼は2国2要素1財の部分均衡分析を使って，資本豊富国から資本稀少
国へ資本が移動すると，前者の「過剰」な資本が後者において有効に活用さ
れる結果，資源の最適配分が実現し，両国ともに国民所得水準を拡大するこ
とを証明した。
（7）この証明は伊藤・大山〔1985〕，167－170頁のモデルによる。
（8）マクドゥガルの理論とその拡大については，伊藤・大山〔1985〕，152－158頁を参照。
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Y，　Y＊
第6図資本移動の経済効果
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A ん G2　　　　　　　G1
o K＊ K＊十AK　K－AK K
K，　K＊
　b）一般均衡分析への拡大
マ，ド，ガルの分析は搬均衡モデルに拡大できる．第6図は。れを示魂
ともに「小国」である自国と外国が，資本と労働の2要素を完全雇用しなが
ら2財を生産していると仮定する。自国の国民所得はy＝ρX1＋X2である
が，これは生産要素（とくに資本量）によって変化する。
　いま横軸に資本量を，縦軸に国民所得をとり，国民所得曲線Y＝y（K）を
描く。資本が効率的に配分されていて，dX，／dK、　＝・　r＝dX，／dK，（ただし
K、＋K，＝K）が成立していると仮定すれば，初期の総資本量がKであると
（9）この項の証明は伊藤・大山〔1985〕，199－201頁のモデルを2国モデルになおしたも
　のである。
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き自国の所得水準はH，G、である。外国でも同様に国民所得曲線Y＊＝Y＊（K＊）
を描き，初期の総資本量をK＊とすると国民所得水準はBIA，である。この
とき両国の資本レンタル・プライスがr〈r＊であったとする。すると，両
国の資本レンタル・プライスが一致するまで，自国から外国に資本が例えば
AKだけ流出し，両国の資本レンタル・プライスは〆になり，自国の生産は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）H2G2に減少し，外国のそれはB2A2に増加する。それと同時に，自国の投資
収益はゲ・△K＝1，」、＝B，C2になり，これを外国から自国に移転すると，最
終的に自国の所得水準はJ，G、に，外国のそれはC、A，になる。マクドゥガル
の結論と同じように，いずれも当初の所得水準を超えている。
　ただし，一般均衡モデルで資本移動が受け入れ国に経済的損失をもたらす
場合があることは注意を要する。宇沢弘文〔1968〕は，資本の稀少な「小国」
が，輸入関税によって資本集約的な輸入代替産業を保護している状態のもと
で資本の流入を促進すると，資本収益が海外に流出する上に関税収入が減少
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）して，経済厚生が低下するケースがあることを証明した。
　d．経常収支の不均衡
　最後に，先の基本モデルの仮定③に反して，現実には各国の経常収支は均
衡していない。なぜこのように理論と現実との間にギャップが生まれるのか
というと，その原因は，一国の国際収支が実際には経常収支と資本収支の合
計として均衡しているにも拘らず，自由貿易の理論が資本収支の側面を捨象
しているからである。それを考慮に入れるために，通常のマクロモデルに立
　　　　　　　（12）ち返ってみよう。
（10＞この場合，r－r（K），　r＊・・r＊（K＊）関数が連続微分可能であれば，連続関数の性質
　によりこのようなr’の存在を証明することができる。
（11）宇沢〔1968〕のあとBrecher　and　Dias　Alejandro〔1977〕など多数の論文が同様
　の指摘をしている。伊藤・大山〔1985〕，246－248頁も参照。
（12）以下の証明は小泉進〔1982〕，356－364頁のモデルを計算しなおしたものである。
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　いま変動相場制下の自国のマクロ経済を，財・サービス市場資産市場，
国際収支に分割してつぎの3式で表現する。
　　　Y＝A（Y，　r，　G一　T）十B（　Y，　e）　（4）
　　　M／p＝L（　Y，　r）　（5）
　　　B（　Y，　e）十K（r一　r“）　＝＝　O　（6）
　ここで（4）式は財・サービス市場の均衡式であり，yは所得水準，　Aはア
ブソープション，Bは経常収支，　rは国内利子率，　eは為替レート水準，
（G－T）は財政赤字である。（5）式は貨幣の需給均旧式であり，M／pは実質
貨幣供給：量，Lは貨幣需要関数である。最後に（6）式は国際収支均衡式であ
り，Bは経常収支，　Kは資本収支，　T＊は外国の利子率である。
　いま，課税水準T，物価水準p，外国の利子率r＊を一定と仮定して，こ
のモデルにおいて，比較静学で財政支出の拡大と金融緩和政策（貨幣供給量
の増加）の効果をみてみよう。
　各変数の偏微係数をAッのように記すと，（4），（5＞，（6）は次の連立方程
式に変形できる。
陰慢1馴訓一［軍1
　ここで，左辺の係数行列の行列式の値をDとおくと，
　　　D　＝＝　Be　’　［L　r（1　一Abl）　十　Ly（Ar－Kr）］
となる。しかるに資本移動の利子弾力性が十分大きい場合には（A，一K。）〈0
と予想されるから，Be＞0，　Lr＜0，（1－Aッ）＞0，　Lッ＞0とあわせて
考えれば，D〈0である。
　そこで財政支出拡大と金融緩和政策が与える効果を考察してみよう。
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　（1）財政支出拡大の効果は，Ag＞0，L。＞0，Lr＜0，Bッ＜0，B．＞0，
K。＞0に注意すれば，
　　　dY／dG　＝：　Ag’　Lr　’　Be／D　〉　O
　　　dr／dG＝一Ag’　Ly’　Be／D＞　O
　　　de／dG＝、49（五ジκ．一BジLr）／D
であり，所得水準と利子率を引き上げるが，為替レートに対する影響は一意
的ではない。しかし経常収支に対する効果は
　　　dB／dG＝By・dY／dG十B．・de／dG蔦、49・LジB，・Kγ／D＜0
から，財政支出拡大が経常収支を悪化させることが理解できる。
（2）一方，貨幣供給量の増加の効果は，資本移動の利子弾力性が大きいこと
による（Ag－K。）＜0の仮定と，（1－Aッ）＞0，　Be＞0，　Kr＞0に注意
して，
　　　dY／dM＝（Ag－Kr）　’　Be／D＞　O
　　　dr／（iM＝（1－Aッ）・Bθ／D〈O
　　　de／dM＝［Bジ（Kr－Ar）一Kr・（1一ん）］／D＞0
であり，金融緩和政策は所得水準を引き上げ，利子率を引き下げ，為替レー
トを通平安にすることがわかる。また経常収支に対する効果は
　　　dB／dM＝　By　’　dY／dM　十Be　’　de／dG　＝　rm　（1　一Av）Be　’　Kr／D＞　O
から，金融緩和政策が経常収支を改善することが理解できる。
　つまり，財政支出の増加は所得水準の上昇によって輸入を拡大し，利子率
を上昇させて資本流入を招き，経常収支を悪化させる。一：方，金融緩和政策
は輸入を拡大させるが，利子率を下落させて資本流出を引き起こし，為替レ
ートを割安にして輸出を促進し，経常収支を改善させるのである。
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　このモデルから，財政支出を拡大して国内景気を浮揚させようとする国は
経常収支が赤字基調になり，金融緩和によって国内景気を浮揚させようとす
る国は，反対に経常収支が黒字基調になることが理解できる。
　e．国内基幹産業の育成・保護
　保護貿易論の根拠としては，以上の外にもさまざまなものがある。例えば，
①発展途上国が輸入代替政策によって，鉄鋼，自動車，電機など国内基幹産
業を育成しようとしたり，②先進国でも，将来の基幹産業になると予想され
る先端技術産業に巨額の政府研究開発資金を投じたり，③自動車，工作機
械産業のような周辺波及効果の大きな産業を保護したり，④国民の食生活の
基本である農業を保護して食糧自給率を引き上げようとしたりする場合など
がそれである。
①②の場合には長期間の動学的な国民所得の拡大と経済厚生の向上が問題
となっており，③の場合には生産・雇用における波及効果が問題となってお
り，④の場合には経済効率以外の「安全保障」が意識されている。いずれも
基本モデルの枠組みとは異なった次元の問題が提起されている。
　保護貿易は貿易の拡大によって直接的な被害を蒙る生産者集団から提起さ
れることが多いが，一般に国民は消費者としてよりは生産者としての利害に
敏感であり，将来の産業発展とか雇用確保とか食糧安保というようなスロー
ガンのもとに，保護貿易の主張が一部の生産者の利害を超えて国民の共通利
害として意識される場合には，それが単純な「自由貿易の優位」などでは説
得できないほど強力なものになりうることは事実である。
4．貿易不均衡の実態
　最近の対日貿易摩擦の最大の原因が，貿易収支・経常収支の不均衡にある
ことはいうまでもない。これを，やや深く立ちいってみると，問題は3っあ
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第1表　先進諸国の貿易収支・経常収支
（単位，10億ドル）
貿 易　収 支 経 常　収 支
1982 1983 1984 1982 1983 1984
先進20国 一64．0一61．0 一95．3一22．5一18．8 一59．6
米　　国 一42．6一69．4一 123．3一9．2 一40．9一101．6
日　　本 6．9 20．6 33．5 6．9 20．8 35．0
西　　独 21．0 16．5 18．7 3．1 4．2 6ユ
イギリス 一2．7 一8．5 一11．1 8．4 4．9 0．7
フランス 一19．0一10．5 一6，1 一12．1一4．9 一〇．0
（出典）IMF，　InternαtionαI　Financial　Statistics，1985　Yearbook
る。1つは各国の貿易収支・経常収支赤字であり，2つ目は当該国の対日貿
易不均衡であり，3つ目は個別産業別の貿易収支である。
　第1の各国の貿易収支・経常収支赤字については，第1表が実態を伝えて
いる。これによると，1984年に先進20か国の貿易収支は953億ドル，経常収支は
596億ドルの赤字であった。大半の国は収支均衡しているが，主要な黒字国は
日本と西ドイツであり，反対に米国は貿易収支，経常収支の赤字が急速に拡
大し1000億ドルを突破している。これが米国内に保護主義の台頭しているひ
とつの原因である。
　第2の各国の対日貿易収支をみると，1984年にお・いて産油国は日本側統計
で275億ドル（相手国側統計で222億ドル，以下同じ）の黒字であるが，それ
以外は，先進20か国合計が410億ドル（523億ドル），アジア40か国は36億ドル
（92億ドル），非産油途上国は151億ドル（／94億ドル）の赤字など，対日貿易収支
はすべて赤字である瓢本は顯渤ロエ賜国であって，その貿易収支は資源
保有国には赤字に，その他諸国には黒字にならざるを得ないとはいえ，この
貿易収支はいささか極端である。ちなみに1984年に日本側統計で貿易収支が
（13）IMF，　Direction　of　Trαde　Statistics，1985　yeαrbookより計算。
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第2表　米，日，EC3地域の貿易特化指数? ? ? ? E C
SITC分類 1979 1983 1979 19831979 1983
67鉄鋼 一〇．56 一〇．67 0．880．81 0．19 0．16
69金属製品 一〇．09 一〇．19 0．740．75 0．20 0．22
73金属加工機械 一〇．04 一〇．14 0．760．60 0．310．32
74一般産業機械 0．41 0．230．710．77 0．26 0．27
75事務機器 0．43 0．25 0．530．74 一〇．08 一〇．13
76通信機器 　A黷閨D37 　A　　　F　門黷普Cb⊥ 0．92 0．95 A　　A」ｾ．∪強 ｾ．）O
77電機機器 0．02一〇．05 0．630．71 0．14 0．10
78道路輸送機器 ＿∩　ワ［l　V　●自） 一〇．45 0．930．96 0．180．17
87専門科学機器 0．53 0．48 0．240．32 0．09 0．09
88光学機器 一〇，09 一〇．21 0．69 0．73一〇．05 一〇．03
（注）各項目の貿易順化指数の算式は（E，一M，）／（E，＋M，），ただし
　E‘は輸出，M，は輸入
（出典）OECD，　Fore　ign　Trαde　by　Comfnodities（C統計），！979，
　ユ983年版より計算。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1　4）赤字を計上した相手国は，178か門中49か国に過ぎない。また上の数字が示す
ように，相手国からみた貿易赤字が日本でみるそれより1～2割大きく，相
手国が我々より「巨額」の貿易赤字を意識していることは認識しておいたほ
うがよい。この差額はもちろん輸送・保険コストである。
　第3の個別産業の貿易収支は，第2表の貿易特旨指数によって推計するこ
とができる。この表は製造業のうちでも基幹的な一部の素材産業と機械産業
をピック・アップしたものであるが，ここから明らかなように，この数年間，
米国ではほとんどすべての産業で国際競争力を弱めつつあり，なかでも鉄鋼，
通信機器，道路輸送機器（自動車，オートバイ）などは大幅な輸入超過にな
ってきている。EC諸国も，この間ドル高・自国通貨安であったにも拘ら
ず，米国ほどではないが，金属，金属加工機械，一般産業機械がほぼ同水準
であったほかは，やはりほとんどの産業において競争力を弱めつつあること
（14）　Jb　id．，　pp．　241－243．
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第3表　米国　対日貿易，最大輸出・輸入超過品（1984年1－6月）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位，100万ドル）
最大輸出超過品
穀物
木材パルプ
油種子
航空機・部品
石炭
無機化学製品
綿花
食肉・調理肉
石油・同製品
医薬品
果実・野菜
1，696
　837
　765
　563
　538
　401
　400
　340
　337
　265
　264
最大．輸入超過品
乗用車
家電製品
産業・家電機器
鉄鋼
通信機器
トラック・特殊車
ADP機器
電機機器・同部品
事務機器
光学機器
繊維・アパレル
8，161
3，224
2，412
1，919
1，737
1，489
1，196
　973
　956
　948
　652
（出典）U．S．　Senate　98th　Congress，　Second　Session，
United　States－Japan　Trade：The＄30　Bitiion　Gap，　p．　104
は注目される。
　これを日米貿易の次元に還：元したものが第3表である。この表は，1984年
前半における，米国の対日貿易品目のうち，最大輸出超過10品目と，最大輸
入超過10品目をリストアップしたものである。この表をみると，航空機・同
部品，無機化学製品，医薬品を除いて，米国の対日主要輸出品は穀物，木材・
パルプ，油種子，石炭など一次産品であり，反対に対日主要輸入品が乗用
車，家電製品，産業・発電機器，通信機器など，機械製品で占められている
ことが理解される。つまり対日貿易においては米国の貿易構造は開発途上国
のそれになっている。こうした事実は，我々日本人には「比較優位」がもた
らしたものとごく自然に受けとめられても，米国国民にとっては恐らく極め
て「心外」な事実であろう。第2節に述べたように，欧米先進国では水平分
業が活発であり，ハイチク工業部門の競争的共存を実現しようとしているに
も拘らず，日本だけがそのルールを破って，自国のハイチク工業部門を「不
当」に保護していると誤解されかねない実態がここにある。
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5．対日貿易摩擦の解決策
　現在発生している対日貿易摩擦には様々な原因が重複しているために，こ
れといった特効薬的な単一の解決策は匿い出しえない状況にある。むしろ多
様な要因をひとつづつ摘出し，解決していくほうが迂遠のように見えなが
ら，結果的には解決が早いであろう。
　解決策としては，（a）日本側が実行すべきものと，（b）外国が実行すべきも
のと，（c）相互協力が必要なものとがある。
　a．日本側の問題
　1）日本市場の閉鎖性
　日本が攻撃されている最大の点は，日本市場が閉鎖的であるということで
ある。最近アメリカ議会に提出されている「対日報復法案」の大半はこれを
根拠にしている。しかし実際には，過去はどうであれ現在の日本市場が，諸
外国に比較してより閉鎖的であるという実証はない。1982年の関税負担率を
みると日本の2，6％は米国3．6％，EC　2．7％（農産物輸入課徴金を含む）よ
り低いし，GATTの残存輸入制限品目では日本の27（農産物22，鉱工業品
5）は，大半の先進諸国より高いとはいえ，フランス46，ノルウェー49より
　　　（15）は低い。非関税障壁についても，全体として日本のほうが米国，EC諸国よ
り高いという実証研究は出ていな、・といわれてい讃もちろん個々の業種を
とれば，農産物やサービス，金融商品のように，自由化が遅れている業種が
確かに存在する。ただしこれらの業種についても，農業以外は積極的に市場
開放が進められている。
　現在主張されていることは，日本が巨額の経常収支黒字を計上していなが
（15）　『通商白書』（60年版），工94－195頁。
（16）植田和男〔1985〕による。
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ら，まだ相当の関税・非関税障壁が残っているから，早期に撤廃して経常収
支の黒字幅を縮小すべきだという議論であろう。
　ところで，経常収支が大幅な黒字である場合に，それを解消するために単
独で積極的に市場を開放すべきかどうかは，一考の余地がある。
　まず，相手国がどうであれ，自国が一方的に市場開放を進めて自由貿易を
促進すれば自国の経済厚生が向上するとは，即断できない。輸入産業の生産
要素の産業間・地域間移動が容易でない場合や，輸入産業が国内「基幹」産
業である場合には，輸入拡大が自国の経済厚生を低くする可能性がある。こ
れについては第3節b．eで検討した。
　相手国でも生産要素の産業間・地域間移動が容易でなければ，たとえ自国
が市場を開放しても，それが相手国の輸出産業を利するだけで，輸入競争産
業に生産と雇用の拡大をもたらすとは限らない。
　ただし，対日貿易収支赤字を削減するために輸入課徴金など相手国の報復
措置が実行されれば，自国の経済厚生は確実に低下するのであるから，その
ような状況においては，上にのべた貿易理論とは別の「ゲーム論」的な戦略
によって市場の開放が必要とされるであろう。
　次に，変動相場制のもとにおいては，経常収支の不均衡は為替レートによ
って調整されるという考えかたが成り立つ。『通商白書』（59年版）や深尾京司
〔1985〕が指摘しているように，70年代には日本の累積経常黒字と為替レー
トとの間には比較的高い相関があった。この関係は，為替管理の緩和と資本
移動の急速な拡大によって80年代前半には失われてしまったが，昨年9月以
来の急速な円高・ドル安はこの関係の復活である。
　従って，経常収支が黒字の状態で一方的に自国の市場を開放することが積
極的に要請されるのは，為替レートによる経常収支調整作用が十分に機能せ
ず，しかも対象とされる財・サービスの輸入拡大が自国の経済厚生を高める
場合，あるいは相手国が実際に自国に被害を与える報復措置をとるような場
合であり，そうしたケースでは，一般的な市場開放を主張できるほど：事態は
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単純ではないであろう。
　ただし，85年の日本の実績のように経常収支黒字が493億ドル〔GNP比
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（IT3．6％〕，貿易収支黒字が560億ドル〔GNP比4．2％〕というのは，他の先進
諸国と比較して高すぎる感はまぬがれず，黒字縮小の政策措置が必要である
ことは反論の余地がない。
　これに対して日本政府は，1981年以来「対外経済政策」（81年12月），「市場
開放政策」（82年5月），「当面の対外経済政策の推進について」（83年1月），
「総合経済対策」（83年10月〉，「対外経済対策」（84年4月，84年12月，85年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）4月）と，5回にわたる市場開放政策を発表してきた。これらの政策はいず
れも目標を達成できずに，その問日本の経常収支は急速に黒字を拡大したた
めに，諸外国から非難を浴びている。
　しかし，最近商品貿易については，85年1月以来日米間で木材製品，エレ
クトロニクス，電機通信，医薬品・医療機器の4分野にわたって続けられて
きたMOSS〔Market　Oriented　Sector　Selective，市場重視型個別〕協議が
86年1月に一応の解決がっき，3月以降，ワイン，食品，化学製品，最新技術
などの分野について第2次MOSSが開始されている。一方金融については，
84年2月以来「円ドル委員会」が開催され，金融部門に関する日本市場の開
放について成果を挙げてきている。こうした個別産業ごとの具体的，現実的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）．協議の積み重ねが最終的な効果を発揮するであろう。
　2）輸出規制
　日本市場の開放＝輸入の拡大と並行する政策は，輸出の規制である。これ
には，輸出の数量規制，いわゆる「輸出の自主規制」と，輸出関税・輸出課
（17）　「東洋経済統計月報」昭和61年5月号
（18）岡本佳郎〔1985〕によるQ
（19）MOSSについては『通商白書』（60年版），186－187頁。日経新聞，1986年1月12日，
　同1月21日，同2月28日を，円ドル委員会報告については松尾良彦〔1985〕を参照。
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徴金の賦課が考えられるが，ここでは前者のみを検討しよう。
　「輸出の自主規制（voluntary　restraints　of　export）」は，これまで永い
　　　　　　　　　　　　　　　　｛20）間日本政府が採用してきた政策である。
　この政策は，一方では相手国の輸入量の減少，国内価格の上昇によって，
消費者余剰を減少させるが，他方では①輸入拡大のように国内の強力な反対
がなく，②相手国競争産業の同意が得やすく，③輸出財の相手国国内価格が
値上りするので国内輸出産業の同意も得やすく，④一時的保護措置であると
いう一般的印象があり，⑤行政指導で実行できるために政策実施コストも少
なくて済むというメリットをもっている。そのために日本政府はこの政策を
頻繁に採用してきた。
　輸出自主規制は市場開放＝輸入拡大と異なって保護貿易政策であるために，
両国の経済厚生を引き下げるといわれてきた。しかし，第3節bの特殊要
素理論にお』いて検討したように，生産要素の産業間移動が極めて少ない（あ
るいは遅い）状況においては，短期的に輸入産業の摩擦的失業の発生を防止
する役割を果たし，少なくとも輸入国の経済厚生を高める可能性がある。従
って，一概に輸出の自主規制を非難することは適切ではない。
　しかし，輸出自主規制には次の4つの問題点がある。
　1つは，もちろんこれが輸出国，輸入国，双方の消費者の利益を損なうこ
とである。そのうえ仮に生産要素の価格調整作用＝生産要素の産業間移動が
大きければ，自由貿易が経済厚生を極大にするという命題が成立するのであ
るから，その場合には輸出自主規制が両国の経済厚生を低下することは自明
である。
　2つは，これがGATTの協議・承認を得ていないまま，乱発されつつあ
るということである。乱発されている原因は，輸出の自主規制が，輸出国，
（20）　『通商白書』（58年版）28〔ト284頁，同書（59年版）211－213，220頁，同書（60年
　版）177，180－184頁。
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輸入国いずれにおいても当該産業の利益を損なわないために，貿易摩擦の解
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）決手段として国内の抵抗（政策実行コスト）が少なくて済むことにある。
　3つは，対米輸出自主規制に関しては米国独占禁止法に抵触する危険があ
6．．，tいうことである。米国の独禁法は国内のみならず外国の輸出業者に対し
ても，競争力排除につながる企業間提携＝「輸出カルテル」を禁止している
からである。この規制をクリアするために，日本では通産省の行政指導のも
とに，政府による輸出規制という形式をとって，輸出自主規制を実行してい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）ることが，松下満雄氏〔1983〕によって明らかにされている。
　4つは，輸出税と異なって「数量規制」であるたあに規制において過去の
実績が尊重されやすく，最適な資源配分を実現する価格メカニズムが機能し
にくいということである。輸出自主規制を実行するためには何らかの客観的
な基準にもとづいて各輸出業者の輸出量を減らさなければならないが，「数
量規制」の場合には価格のような客観的な競争力指標が存在せず，従って実
際には各輸出企業の過去の輸出実績をベースにすることになる。しかしこれ
では現在の輸出製品の競争力を反映しないのである。これは国内の「数量規
制」一般の問題と同様の問題である。
　こうして「輸出の自主規制」は，輸出規制の方法としては実施コストが少
なく実効性のある便利な手段であるが，効率的資源配分という視点からは問
題も残るのである。
　3）内需の拡大
　日本側の問題として挙げられる第3点は輸出志向型の経済体質の是正，つ
まり「内需の拡大」である。
内需拡大には2種類ある。1つは財政支出を伴なうものであり，他はそれ
（21）小倉和夫〔1985〕による。
（22）松下満雄〔1983〕，115－116，140頁。
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を伴なわないものである。内需拡大の本来の意味は前者であろうが，一般会
計予算で20％以上の赤字を抱える現状では，財政支出にともなう税収の伸び
が支出の伸びを上まわる，つまりT＝＝T［y（G＞］として，
［d　T／d　Y］　・　［d　Y／dG］　〉　1
が期待される状況でなければ，財源なき財政支出は困難である。従って，内
需拡大は各種規制の緩和，民間活力の動員に拠らなければならないという主
張がメインである。ただし，政府支出を最少限に抑えて，規制緩和と民間活
力だけでどれほどの内需拡大が可能か，どれほどの輸出抑制効果，輸入拡大
効果が発揮できるのかとなると，はなはだ疑問である。最悪の場合には，こ
れまでの「市場開放」政策と同様に，掛声倒れになってしまいかねない。
　一方，86年にはいって急速な円高が進み円高デフレが予想されるなかで，
内需拡大は貿易摩擦緩和と並んで不況対策としても必要になってきている。
しかし財政状況そのものは変化していないので，内需拡大の必要性と実行余
力とのあいだのギャップは以前よりもいっそう拡大してきている。
　振り返ってみると，70年代までの内需拡大論は公共事業の拡大・前倒しな
ど，粗雑な議論が多かった。しかし現在求められているのは，①摩擦緩和の
ための輸入拡大と，②中小企業の輸出産地の救済を目的として，財政負担を
最少にするような，きめの細かい内需拡大策である。厳しい財政環境のなか
にあって，こうした内需拡大策が実現するためには，租税体系全体の見直し
を進めながら，日本経済全体に対するマクロ的影響を考慮した内需拡大策が
必要であろう。
　b．相手国側の問題
　相手国側の対策としては，輸入課徴金の賦課と，米国の財政赤字の拡大，
EC諸国を中心とした相手国労働生産性の低下がある。ここでは，はじめの
二点について検討しよう。
一81　一
82
　1）輸入課徴金の賦課
　米国議会では85年に300以上の報復法案が上程されたといわれている。そ
の大半が日本を対象とし，内容的にも輸入課徴金の賦課を目的としているも
のが少なくない。これは対日報復以外にも，第3節aで検討した「輸入大
国」における関税賦課の経済厚生引き上げ効果を考慮した法案である。しか
し，輸入課徴金が実際に米国経済にプラスの効果を与えるかどうかについて
　　　　　　　　　　　　（23）は，見解が分かれるのである。
　まず，米国DRI［Data　Res・urces　Institute］社の推計によれば，①86会
計年度から91会計年度にかけて，それぞれ400億，530億，860億，1200億，
1330億，1410億ドルの財政赤字削減措置と並行して，②全品目にわたって
1986会計年度に20％，87会計年度に15％，88会計年度に7％の輸入課徴金を
賦課し，③対米輸出業者はその一部を吸収すると仮定すると，課徴金賦課の
結果，賦課しない場合と比較して，86年度，87年度，88年度において，貿易
収支は543億，647億，421億ドル，経常収支は543億，646億，422億ドル，連
邦財政赤字は987億，849億，864億ドル，それぞれ改善する，またGNPに
ついては，当初は悪化が予想されるものの1991年度には改善が予想されると
されている。
　一方，連邦予算局の推計では，①財政赤字削減措置がなく，②外国企業に
よる輸入課徴金の吸収がない条件のもとで，③DRIと同率の輸入課徴金を
全品目に賦課すると，86会計年度から88会計年度にかけて，貿易収支は196億，
451億，475億ドル，連邦財政赤字361億，221億，164億ドル，それぞれ改善
するものの，貿易収支は9！年度には課徴金を賦課しない場合よりもむしろ悪
化し，財政赤字も89年度以降は悪化する，しかもGNPは91年度まで一貫し
てむしろ悪化するという結果がでている。
（23）2っのシミュレーション結果は，大蔵省『調査月報』74巻3号（1985年3月），99
　－101頁。同月報74巻10号（1985年10月），18－52頁による。
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　こうして，輸入課徴金の効果は短期的には明確であるものの，5年先につ
いてみると，両者の仮定の相違から不明になってしまう。
　むしろ米国の輸入課徴金の絶対に明確な帰結といえるものは，それが輸出
国の経済厚生に大きな打撃を与え，諸外国から報復措置を招き，結果的に
「貿易戦争」＝貿易の縮小均衡を引き起こしてしまうことであろう。これは
第3節aで予想したとおりである。
　2）アメリカの財政赤字
　日本と同様米国でも財政赤字が問題になっている。ただし日本との相違は
財政赤字額が拡大していることである。1985年の大統領「経済諮問委員会年
次報告」によれば1980会計年度に738億ドル（歳入の14．2％）であった連邦
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24｝予算赤字は85会計年度には2，222億ドル（同30．2％）に拡大している。米国の
財政赤字の拡大は金融市場でクラウディングアウト現象を引き起こし，実質
金利を高める。それがドル資産の魅力を高め，海外資本の流入とドル高を引
き起こし，最終的には輸出競争力の低下・輸入の増大と，「米国産業の空洞
化」の現象を引き起こし，貿易摩擦を激化させてきたというのが客観的な事
実であろう。
　米国政府の財政再建に関しては，昨年の12月，議会において「財政収支均
衡法」（Balanced　Budget　and　Emergency　Deficit　Control’Act　of　1985，い
わゆるグラム・ラドマン法）が成立し，1991会計年度までに連邦予算の均衡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）を実現すべく努力することが決定された。この法律：は目標を明示しただけで
あって具体的な手順が示されていないために，財政再建がどこまで実現する
か危ぶむ声もあるが，米国政府と議会が財政赤字の解消にむけて真剣に努力
（24）Council　of　Economic　Advisers〔1985〕，　Table　71，邦訳312頁。
（25）米国の「財政均衡法」とその評価については，土屋重義〔1986〕，平井規之〔1986〕
　を参照。
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し始めたことは注目に値する。それと同時に，今後この点からのドル高イン
パクトは弱まることが予想され，財政赤字によるドル高が原因で引き起こし
ている貿易摩擦の側面は鎮静化されることは期待できそうである。
　c．相互協力分野
　対日貿易摩擦を解決するために，日米・日欧諸国が協力すべき分野も少な
くない61）為替レートの是正，2）貯蓄一投資ギャップを解消するための
マクロ政策協調，3＞企業間格差の是正などがそれである。
　1）為替レートの是正
　変動相場制のもとにおける為替レートは，中・長期的には経常収支の累積
額に対応して調整される。実際70年代の円の対ドルレートはそうであった。
これに対して80年代の前半は，ドル高放置，外資による財政赤字補填と国内
景気浮揚，いわゆるインペリアル・サイクルの追求によって，異常なドル高
が継続し，米国の産業の「空洞化」＝国際競争力の喪失，経常収支の赤字拡
大，国際貿易摩擦を引き起こした。しかしそれも，米国政府の政策転換と85
年9月の5か国蔵相会議（G5＞の為替市場共同介入決定とによって，よう
やく是正されるに至った。その後の為替レートは，市場実勢と関係者のドル
安予想を反映して，現時点〔1986年2月末〕まで急速なドル安，円高が進ん
で’いる。
　ここ1年ほどはJカーブ効果が働いて，日本の経常収支は円高にも拘らず
むしろ黒字拡大に向うかも知れないが，いずれ円高による輸出抑制・輸入促
進効果が現われてくるであろう。
　2）マクロ政策協調
　ここ数年，日本の経常収支の黒字累積にも拘らず円安が続いたことから，
為替レートの経常収支調整機能に対する疑念が提出され，経常収支不均衡を
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貯蓄一投資バランスによって説明しようとする考えが台頭してきた。マクロ
経済学に従って，生産額をY，アブソープションをA，総貯蓄をS，総投
資をL財・サービスの輸出をX，輸入をMとすれば
Y－A　＝＝　S－1＝＝　X－M
であり，近年の日本のように，国内の総貯蓄が総投資を超えれば経常収支は
黒字にならざるを得ないというのが，この説のコアである。そこで日本の経
常収支黒字を是正するためには，貯蓄一投資ギャップを縮小する政策，例え
ば貯蓄利子課税や投資減税などが要請される。米国の経常収支赤字：縮小のた
めには，逆に貯蓄優遇策や投資課税が求められることになる。
　また，日米間ではここ数年，日本が財政緊縮化，金融緩和傾向の，米国が
財政拡大，金融引き締め傾向の政策をとってきたことが第3節aで述べた
ような日米両国の経常収支インバランスに拍車をかけてきたとして，その是
正が求められてきた。
　中谷厳氏〔1985〕は，この問題の一つの原因を各国間の税制の相違に求め，
先進諸国政府首脳による税制調整のためのタックス・サミット開催を提唱し
ている。
　3）企業間競争力格差の是正
　対日経済摩擦の根底に，第4節の第2表に示されるような日本企業の輸出
競争力の上昇，外国企業の低下があることは厳然たる事実である。とはいえ，
日本製品が外国市場を席巻し，外国の競争産業を衰退させかねない現状を放
置してよいとはいえないであろう。為替レートの是正やマクロ経済政策の調
整といった政府間の調整と並行して，民間企業のあいだで競争力格差を是正
する努力もなされている。それを企業提携の弱い方から，①相手国現地生産，
②OEM，③企業間技術・経営の提携の順でみていこう。
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①相手国現地生産
　貿易摩擦を回避するために日本企業が相手国で現地生産する事例，つまり
企業の海外直接投資は近年増加してきている。現地生産は輸出自主規制より
も積極的であり，かつ相手国の経済厚生の向上に貢献する。とくに第3節b
でみたように輸入競争産業の熟練労働力が「特殊要素」であって，地域間・
産業間移動が困難な場合には，日本の「経営資源」が現地に進出し，彼らを
習熟コスト（learning　costs）なしに雇用する現地生産方式は非常に有効な対
策であろう。
　一方，日本企業の海外進出は，日本国内の優秀な資本が海外流出すること
であるから，国内の雇用機会を海外に移転することを意画し，その限りでは
日本の経済厚生を低下する。しかし，大前研一氏〔1986〕によれば，米国系
企業はすでにかなり以前から日本進出をおこなっており，1984年の時点では
日本国内における米国系企業の製造販売額は439億ドルで，米国における日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）本企業の製造販売額128億ドルの3．4倍になっている。このことから考えて，
日本企業の現地生産が不当に日本に損失をもたらすとはいえないであろう。
（D　OEM
　最近では現地生産より一歩進んで，OEM［Original　Equipment　Manufac・
turing，相手先ブランドによる生産］も増加してきている。これは同一業種
の企業間で相互の独立性を保ったまま一方の企業が製品の生産を行ない，相
手企業が自社ブランドをつけて販売する生産方式である。これまでにも自動
車，家電，オーディオ製品，産業用ロボット，コンピュータ・OA事務機な
どの分野において，想像以上のOEMが進行しているといわれ，例えば『技
（26＞大前研一〔1986〕，53－56頁によれば，1984年時点で，在日米国企業の製造販売額439
　億ドルと米国の対日輸出256億ドルの合計695億ドルは，在米日本企業の製造販売額128
　億ドルと日本の対米輸出568億ドルの合計696億ドルにほぼ等しいという。
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術と経済』1985年8月号には，日本企業が生産をし，外国企業ブランドで販
売している代表的な国際OEMとして乗用車で8例，　VTRで35例，オーデ
ィオで11例，産業用ロボットで64例，フロッピーディスクドライブで14例が
　　　　　　　（2の紹介されている。
　OEM拡大の背景には，技術の専門化，スピード・アップがあり，委託企
業の側には製品開発費の削減，受託企業の側には市場開拓費の節約というメ
リットがあると考えられる。OEMは貿易摩擦を解消するために発展してき
たわけではないが，結果的には明らかに，現地生産と並んで対日貿易摩擦を
解消する，有力な企業間協力の一例となっている。
　③企業間提携
　企業間の競争力格差の解消と，企業間競争と解消するためには，現地生産
やOEMよりさらに進んで，競争企業が国際的な技術提携，資本参加，ある
いは合併などによって，企業提携することも考えられる。実際，自動車産業
などにおいてはこの傾向が顕著である。しかし，企業間提携には，国民経済
的な視点から疑問が残る。それは提携・合併した企業が，国際的な寡占ある
いは独占企業として，非効率的な生産体制を組織する可能性があるからであ
る。このことは，国内の同業各社が合併して1社独占体制をとる場合を想定
すれば明らかであろう。
（27）以上のデータは『技術と経済』（1985年8月号）の今井伸「日本のOEM　　その分
　類と特徴」，笹山徳光「OEMを通してみるエレクトロニクス市場の再編成」によって
　いる。
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